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○公募型プロポーザル方式に基づく建設コンサルタント等の選定・特定手続について（抄）

（平成６年６月21日付け建設省厚発第270号、建設省技調発第136号、建設省営建発第25号）

改 正 案 現 行

１ 対象業務 １ 対象業務

本手続の対象業務は、特定手続通達記１各号に掲げる業務のうち、１件 本手続の対象業務は、特定手続通達記１各号に掲げる業務のうち、１件

につき予定価格が5,800万円以上のものとする。 につき予定価格が6,900万円以上のものとする。

ただし、基本設計業務のみを発注する場合で、それに続く実施設計業務 ただし、基本設計業務のみを発注する場合で、それに続く実施設計業務

を基本設計業務の受託者に随意契約する予定のものにあっては、基本設計 を基本設計業務の受託者に随意契約する予定のものにあっては、基本設計

業務の予定価格と実施設計業務の想定される予定価格の合計額が5,800万円 業務の予定価格と実施設計業務の想定される予定価格の合計額が6,900万円

以上のものとする。 以上のものとする。

２～９ （略） ２～９ （略）

別添 （略） 別添 （略）
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○公募型競争入札方式に基づく建設コンサルタント等の選定手続について（抄）

（平成６年６月21日付け建設省厚発第271号、建設省技調発第137号）

改 正 案 現 行

１ 対象業務 １ 対象業務

本手続の対象業務は、建設コンサルタント業務等請負業者選定事務処理 本手続の対象業務は、建設コンサルタント業務等請負業者選定事務処理

要領（昭和45年12月10日付け建設省厚第50号。以下「選定要領」とい 要領（昭和45年12月10日付け建設省厚第50号。以下「選定要領」とい

う。）にいう測量、建設コンサルタント業務、地質調査業務及び補償関係 う。）にいう測量、建設コンサルタント業務、地質調査業務及び補償関係

コンサルタント業務のうち「プロポーザル方式に基づく建設コンサルタン コンサルタント業務のうち「プロポーザル方式に基づく建設コンサルタン

ト等の特定手続について」（平成６年６月21日付け建設省厚発第269号、 ト等の特定手続について」（平成６年６月21日付け建設省厚発第269号、

建設省技調発第135号、建設省営建発第24号。以下「特定手続通達」とい 建設省技調発第135号、建設省営建発第24号。以下「特定手続通達」とい

う。）記１各号のいずれにも該当しない業務であって、１件につき予定価 う。）記１各号のいずれにも該当しない業務であって、１件につき予定価

格が5,800万円以上のものとする。ただし、平成６年４月15日にマラケシ 格が6,900万円以上のものとする。ただし、平成６年４月15日にマラケシ

ュで作成された「政府調達に関する協定」附属書Ⅰ日本国の付表４中、付 ュで作成された「政府調達に関する協定」附属書Ⅰ日本国の付表４中、付

表４に関する注釈注３ただし書により同協定の適用範囲から除かれる種類 表４に関する注釈注３ただし書により同協定の適用範囲から除かれる種類

のサービスは本手続の対象としないものとする。 のサービスは本手続の対象としないものとする。

２～１３ （略） ２～１３ （略）

別添１、別添２ （略） 別添１、別添２ （略）

別記様式１～別記様式５ （略） 別記様式１～別記様式５ （略）
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○簡易公募型プロポーザル方式に基づく建設コンサルタント等の選定・特定手続について（抄）

（平成８年９月26日付け建設省厚契発第38号、建設省技調発第169号、建設省営建発第92号）

改 正 案 現 行

１ 対象業務 １ 対象業務

本手続の対象業務は「プロポーザル方式に基づく建設コンサルタント等 本手続の対象業務は「プロポーザル方式に基づく建設コンサルタント等

の特定手続について」（平成６年６月21日付け建設省厚発第269号、建設 の特定手続について」（平成６年６月21日付け建設省厚発第269号、建設

省技調発第135号、建設省営建発第24号。以下「特定手続通達」とい 省技調発第135号、建設省営建発第24号。以下「特定手続通達」とい

う。）記１各号に掲げる業務のうち、１件につき予定価格が5,000万円以 う。）記１各号に掲げる業務のうち、１件につき予定価格が5,000万円以

上5,800万円未満のものとする。 上6,900万円未満のものとする。

ただし、基本設計業務のみを発注する場合で、それに続く実施設計業務 ただし、基本設計業務のみを発注する場合で、それに続く実施設計業務

を基本設計業務の受託者に随意契約する予定のものにあっては、基本設計 を基本設計業務の受託者に随意契約する予定のものにあっては、基本設計

業務の予定価格と実施設計業務の想定される予定価格の合計額が5,000万 業務の予定価格と実施設計業務の想定される予定価格の合計額が5,000万

円以上5,800万円未満のものとする。 円以上6,900万円未満のものとする。

２～９ （略） ２～９ （略）

別添１、別添２ （略） 別添１、別添２ （略）
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○簡易公募型競争入札方式に基づく建設コンサルタント等の選定手続について（抄）

（平成８年９月26日付け建設省厚契発第39号、建設省技調発第170号）

改 正 案 現 行

１ 対象業務 １ 対象業務

本手続の対象業務は、建設コンサルタント業務等請負業者選定事務処理 本手続の対象業務は、建設コンサルタント業務等請負業者選定事務処理

要領（昭和45年12月10日付け建設省厚第50号。以下「選定要領」とい 要領（昭和45年12月10日付け建設省厚第50号。以下「選定要領」とい

う。）にいう測量、建設コンサルタント業務、地質調査業務及び補償関係 う。）にいう測量、建設コンサルタント業務、地質調査業務及び補償関係

コンサルタント業務のうち「プロポーザル方式に基づく建設コンサルタン コンサルタント業務のうち「プロポーザル方式に基づく建設コンサルタン

ト等の特定手続について」（平成６年６月21日付け建設省厚発第269号、 ト等の特定手続について」（平成６年６月21日付け建設省厚発第269号、

建設省技調発第135号、建設省営建発第24号。以下「特定手続通達」とい 建設省技調発第135号、建設省営建発第24号。以下「特定手続通達」とい

う。）記１各号のいずれにも該当しない業務であって、１件につき予定価 う。）記１各号のいずれにも該当しない業務であって、１件につき予定価

格が5,000万円以上5,800万円未満のものとする。ただし、平成６年４月15 格が5,000万円以上6,900万円未満のものとする。ただし、平成６年４月15

日にマラケシュで作成された「政府調達に関する協定」附属書Ⅰ日本国の 日にマラケシュで作成された「政府調達に関する協定」附属書Ⅰ日本国の

付表４中、付表４に関する注釈注３ただし書により同協定の適用範囲から 付表４中、付表４に関する注釈注３ただし書により同協定の適用範囲から

除かれる種類のサービスは本手続の対象としないものとする。 除かれる種類のサービスは本手続の対象としないものとする。

２～１２ （略） ２～１２ （略）

別添１～別添３ （略） 別添１～別添３ （略）

別記様式１ （略） 別記様式１ （略）
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○随意契約の見直しに伴う建設コンサルタント業務等の発注について（抄）

（平成20年１月23日付け国地契第54号、国官技第257号、国営整第145号）

改 正 案 現 行

１．対象業務と入札・契約の方式について １．対象業務と入札・契約の方式について

① プロポーザル方式で発注しようとする場合 ① プロポーザル方式で発注しようとする場合

（略） （略）

イ １件につき予定価格が5,800万円以上の協定対象特定業務（特定 イ １件につき予定価格が6,900万円以上の協定対象特定業務（特定

業務であって、政府調達に関する協定（平成７年条約第23号）附 業務であって、政府調達に関する協定（平成７年条約第23号）附

属書Ｉ日本国の付表４に掲げるサービス（当該付表４に関する注 属書Ｉ日本国の付表４に掲げるサービス（当該付表４に関する注

釈注３ただし書により同協定の適用範囲から除かれる種類のサー 釈注３ただし書により同協定の適用範囲から除かれる種類のサー

ビスを除く。）に係るものをいう。以下同じ。）については、公 ビスを除く。）に係るものをいう。以下同じ。）については、公

募型プロポーザル通達の手続 募型プロポーザル通達の手続

ロ １件につき予定価格が5,000万円以上5,800万円未満の協定対象 ロ １件につき予定価格が5,000万円以上6,900万円未満の協定対象

特定業務については、簡易公募型プロポーザル通達の手続 特定業務については、簡易公募型プロポーザル通達の手続

ハ （略） ハ （略）

② 競争入札（総合評価落札方式を含む。）により発注しようとする場 ② 競争入札（総合評価落札方式を含む。）により発注しようとする場

合 合

イ １件につき予定価格が5,800万円以上の協定対象特定業務につい イ １件につき予定価格が6,900万円以上の協定対象特定業務につい

ては、公募型競争通達の手続 ては、公募型競争通達の手続

ロ １件につき予定価格が5,000万円以上5,800万円未満の協定対象 ロ １件につき予定価格が5,000万円以上6,900万円未満の協定対象

特定業務については、簡易公募型競争通達の手続 特定業務については、簡易公募型競争通達の手続

ハ （略） ハ （略）

２、３ （略） ２、３ （略）


